
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

351,923 0 0 351,923

784,149,297 156,205 293,628 784,011,874

784,501,220 156,205 293,628 784,363,797

2,045,000 262,300 0 2,307,300

1,251,504 0 0 1,251,504

1,649,000 0 1,649,000 0

2,000,000 2,224,000 2,000,000 2,224,000

4,000,000 0 0 4,000,000

10,945,504 2,486,300 3,649,000 9,782,804

795,446,724 2,642,505 3,942,628 794,146,601合　　　　計

　　退職給付引当資産

　　財政調整積立資産

　　 公益法人準備積立資産

　　ﾎﾟﾝﾌﾟ操法大会実施積立資産

自治体消防65周年事業実施積立資産

小　　　　計

科　　　目

基本財産

　　基本金

　　活性化基金

小　　　　計

特定資産

　（４）　消費税等の会計処理

　　　　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２．　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

　　　　　　平成１９年３月３１日以前に取得したもの・・・旧定率法

　　　　　　平成１９年４月１日以後に取得したもの・・・定率法

　（３）　引当金の計上基準

　　　　　　退職給付引当金・・・期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を

　　　　　　　　　　　　　　　　計上している。

財務諸表に対する注記

１．　重要な会計方針

　（１）　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　　　満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額）によっている。

　（２）　固定資産の減価償却の方法



当期末残高
(うち指定正味

財産からの充当額)
(うち一般正味財
産からの充当額)

(うち負債に
対応する額)

351,923 （351,923）（　　　　　0） （　　　　0）

784,011,874 （784,011,874）（　　　　　0） （　　　　0）

784,363,797 （784,363,797）（　　　　　0） （　　　　0）

2,307,300（　　　　　0）（　　　　　0） （2,307,300)

1,251,504（　　　　　0）（　1,251,504） （　　　　0）

0（　　　　　0）（　　　　　0） （　　　　0）

2,224,000（　　　　　0）（　2,224,000） （　　　　0）

4,000,000（　　　　　0）（　4,000,000） （　　　　0）

9,782,804（　　　　　0）（ 7,475,504） (2,307,300)

794,146,601（784,363,797）（ 7,475,504） (2,307,300)

取得価額 減価償却累計額 　当期末残高

1,680,000 1,499,407 180,593

360,360 279,502 80,858

76,440 0 76,440

2,116,800 1,778,909 337,891

小　　　　計

合　　　　計

４．　担保に供している資産

　　　　担保に供している資産については、該当はありません。

５．　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　什器備品

　　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

科　　　目

　　車両運搬具

特定資産

　　退職給付引当資産

　　財政調整積立資産

　　公益法人準備積立資産

　　ﾎﾟﾝﾌﾟ操法大会実施積立資産

　自治体消防65周年事業実施積立資産

　　基本金

　　活性化基金

小　　　　計

３．　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

科　　　目

基本財産

　　電話加入権

　合　　　計

６．　保証債務等の偶発債務

　　　　保証債務等の偶発債務については、該当はありません。



帳簿価額 時　　価 評価損益

99,953,000 101,030,000 1,077,000

29,979,000 30,300,000 321,000

49,939,405 50,850,000 910,595

47,003,753 48,043,400 1,039,647

39,988,800 42,513,160 2,524,360

23,989,200 25,849,080 1,859,880

49,937,879 51,165,000 1,227,121

39,967,156 41,588,000 1,620,844

54,991,200 58,536,500 3,545,300

100,591,702 107,370,000 6,778,298

21,000,000 22,778,700 1,778,700

21,998,460 23,815,000 1,816,540

50,000,000 52,145,000 2,145,000

59,963,250 62,688,000 2,724,750

49,969,375 52,102,300 2,132,925

42,968,566 44,741,500 1,772,934

782,240,746 815,515,640 33,274,894

８．　引当金の明細

目的使用 その他

2,045,000 262,300 0 0 2,307,300

補助金等
の名称

交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の

記載区分

補助金 群馬県 0 4,300,000 4,300,000 0 一般正味財産

日本消防協会 0 4,775,121 4,775,121 0 一般正味財産

助成金 日本消防協会 0 65,977 65,977 0 一般正味財産

0 9,141,098 9,141,098 0

金　　　額

105

11,614,587

11,614,692

平成20年度第5回群馬県公債

平成21年度第6回群馬県公債

355大阪府公債

642東京都債

646東京都債

平成16年度第1回群馬県公債

平成17年度第2回群馬県公債

平成18年度第3回群馬県公債

平成19年度第4回群馬県公債

内　　　　　容

　　活性化基金受取利息

合　　　計

１３．　その他

　　　　　該当はありません。

退職給付引当金

９．　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　　　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

　　合　　　計

１０．　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　　　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は次のとおりである。

23-11北海道公債

23-11北海道公債

　合　　　計

科　　　目 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

139　20年　国債

266大阪府公債

275大阪府公債

７．　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は､次のとおりである。

科　　　目

第1回さいたま市公債

261大阪府公債

経常収益への振替額

　　基本財産受取利息

１１．　関連当事者との取引の内容

　　　　　関連当事者との取引内容については、該当取引はありません。

１２．　重要な後発事象

　　　　　重要な後発事象については、該当はありません。


